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最適化モデルによる 2050 年までのシナリオ分析
‐ 需給見通しから考える日本のエネルギーの未来図 ‐
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エネ研創立後の日本のエネルギー情勢をめぐる動き

2

＜エネ研創立後の日本のエネルギー情勢をめぐる動き＞

✓ 戦後：戦後の経済成長を支えるエネルギーインフラの構築

✓ 1970 年代：オイルショックを契機としたエネルギー多様化の推進

✓ 1990 年代：地球温暖化問題に関する議論の高まり

✓ 2010 年代：脱炭素技術の進展 → 2020 年代初め：脱炭素潮流の強まり

✓ 2022 年2月：ロシアのウクライナ侵攻 ⇔安全保障の不確実性の高まりと世界的な３ Eバランスへの回帰

✓ 2025 年2月： 第7次エネルギー基本計画 の策定

＜足元での変化＞

✓ 自国優先の潮流、各国間での国力、地政学的な状況の変化

✓ 国内外でグローバルな産業競争、エネルギー価格上昇 ≥ 地球温暖化問題

✓ 電化の進展と脱炭素技術を中心にしたサプライチェーンに関する新たな課題と懸念

✓ そして、ウクライナ侵攻、ホルムズ海峡封鎖 ⇒ エネルギー安定供給のリスクの再確認

⇒日本のエネルギー安全保障について根本的に見直すことが喫緊の課題であり、
バランスの取れたエネルギー需給構造の改革を更に進めていく必要性の高まり。



IE
E
J
 ©

 2
0

26
IE

E
J
 ©

 2
0

26

今回のエネルギー需給シナリオ分析にあたり

3

✓ エネルギー需給シナリオ分析にあたってのポイント
• エネルギー安全保障のあり方の再考

• エネルギー供給コストの継続的な上昇の可能性を考慮した対応策の提示

• NDC（温室効果ガス削減目標） を前提とした分析以外の選択肢の提示

• 第7次エネルギー基本計画策定後の情勢変化を踏まえた長期の見通しの策定

基本となる視点 深堀が求められる視点

安定供給
省エネの推進
エネルギー源の多様化
供給源の多様化

×
チョークポイント
サプライチェーン（特定国依存等）

経済性
コストの低減
国際競争力の確保

×
見えにくいコスト（統合コスト等）
コスト構造の変化（インフレ等）

環境性
温室効果ガスの削減
環境負荷の低減
国際的な貢献

×
CNを見据えた上での削減シナリオのオプション
地域共生の課題

✓ 今回のエネルギー需給シナリオ分析で目指すところ
• 技術中立的な分析であること。
• 統合コスト等の議論の進展を踏まえ、コストの影響や比較を念頭に置く。

⇒ コストを明示的に考慮した分析モデルを活用する ⇒ IEEJ -NE モデル ※の活用

注： IEEJ：日本エネルギー経済研究所の英語略称、 NE： New Earth
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IEEJ -NE モデルの概要

4

✓ 早稲田大学大槻研究室にて構築した NE_Japan モデルを基に日本エネルギー経済研究所、
大槻研究室および立命館アジア太平洋大学  松尾教授と 共同開発した線形計画モデル。

✓ 一定の制約条件の下で将来に向けてコスト最小となるエネルギー技術導入、エネルギー
需給構造を計算する。

出所：大槻ら , 電学論B, 142(7), pp.334 -346, 2022;  Otsuki  et al., INT J GREENH GAS CON, 132, 104065, 2024;Otsuki et al, Energy and Climate Change, 4, 100108, 
2023 ，日本エネルギー経済研究所 ,  2040年・ 2050 年のエネルギーミックスに関するモデル試算，総合資源エネルギー調査会第 66 回基本政策分科会， 2024

分析対象はエネルギーシステム全体 電力や水素の需給は24 時間×365 日を計算

地理情報システムを基に推計した再エネ資源量
メッシュ化した土地・海域利用データや約 6,000 万棟の

建物情報を基に再エネ資源量や設備利用率・資本費を考慮

再エネ変動性への対策費用を明示的に考慮
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（参考） IEEJ -NE モデルと IEEJ  Outlook モデルの比較

5

✓ IEEJ -NE モデル：
• 必要となるサービスの需要を満たすこと、技術導入量の上限、下限などの制約条件を加味した上

で最小のコストで達成する 技術の組み合わせを分析 ⇒ ある閾値で選択される技術が大きく変
わる場合がある。

✓ IEEJ  Outlook モデル：
• 現実的に考えうる対策、技術の導入の水準、ペースを考慮した場合 、どのようなエネルギーミッ

クスになるかを分析 ⇒ ある技術のシェアが徐々に高まるような構造を描く。

出所：遠藤（ 2025 ）、 Energy Trend Topics 「 IEEJ Outlook と技術選択モデル 2つのモデル分析の違いと含意」、 IEEJ website より作成

エネルギー技術選択の決定要因についての模式図
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分析の狙いとシナリオの設定

6

✓ 2050 年までの日本のエネルギー需給見通しを技術選択モデルを用いて作成する ※。
• エネルギーや社会経済データに基づいて将来のエネルギー需給や CO2排出量などを推計

✓ 2つのシナリオを設け、技術や政策の進展度合いについて異なる想定を置く。
• レファレンスシナリオ（ REF） ： 現状の趨勢が続く想定でのシナリオ

• 技術進展シナリオ（ ATS） ：個別技術のコストの改善、 AIなども含めた新たな技術の導入、
政策支援、規制の見直し等を想定し、エネルギー需給構造の改革を促進するシナリオ

注：本分析でモデル分析の起点となる年次は 2022 年度

【 レファレンスシナリオ 】
現在までのエネルギー・環境政策等を背景とし、
これまでの 趨勢的な変化が継続。
※政策・技術等の現状固定を意味するものではない。

【 技術進展シナリオ 】
エネルギー安定供給の確保を前提としながら CO2

削減を進めることでエネルギー需給構造の改革
を進める。先進的な技術の導入やそれを進める
政策が期待される。
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項目例 資本費 O&M費 燃料費 外部費用※

（ CO2コスト等）
経済安全保障
（主に経済的影響）

需要技術
（産業、運輸、民生）

エネルギーインフラ
（例：送電線、充電インフラ、製品製造
（石油製品、ガス等）、 CCS関連等）

うち燃料供給

うち送配電

発電技術

エネルギーシステムコスト
（需要技術＋エネルギーインフラ＋発電）

IEEJ -NE モデルで対象とするコスト等の範囲

7

✓ IEEJ-NEモデルで最小化の対象とするコストを エネルギーシステムコスト と定義。

✓ エネルギーシステムコストには 発電に関するコストだけではなく、 需要技術に関するコス
トおよび エネルギーインフラ に関するコストも含む。

注：電力システムコストと統合コスト、経済安全保障に要するコストについては、それぞれ本発表のトピック 1、トピック 2において詳細に扱う。
外部費用は例えば炭素価格を通じて CO2排出にかかる外部費用の内部化が想定される。本試算ではこの CO2費用をエネルギーシステムコストに含む。

電力システムコスト （ LCOE＋統合コスト（一部））

⇒詳細はトピック１

サプライチェーン
の維持およびリス
クに関する費用、
経済的な影響
⇒詳細はトピック 2

発電コスト （ LCOE： Levelised Cost of Electricity）

IEEJ-NEモデルで対象とするコスト等の範囲
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マクロ経済、前提条件の想定

8

✓ GDP成長率はIMFのWorld  Economic  Outlook （ 2026 年4月公表）等を参照し想定

✓ 化石燃料価格はIEEJ Outlook  2026 の想定を参照

✓ CO2価格について IEAのWEO の見通し等を参考に想定
• REFはIEAの見通し等、国内外の動向も参考に 2030 ～2050 年で約0.5 ～0.8 万円/tCO2と想定。

ATSはIEAのNet  Zero シナリオの見通し等を参考に REFから切り上げ 2050 年で3万円/tCO2と想定。

注：マクロ経済については第 7次エネルギー基本計画での議論で想定された経済想定よりも保守的な成長率を想定

項目名 単位 2022年度実績 2050年度想定 備考

GDP
(実質・ 2020年基準)

兆円 584 709
IMFのWorld  Economic  Outlook 、 2026 年4月公表
等および IEEJ Outlook 2026 を参照し想定

［成長率］ ［ %/年］ ［ 0.7% ］
(2000 -2022 ）

［ 0.7% ］
（ 2022 -2050 ）

人口 万人 12,495 10,525
国立社会保障・人口問題研究所（ 2023 ）を参照し
想定

世帯数 万世帯 6,027 5,820 人口想定を基に弊所推計

粗鋼生産量 百万t 88 76
実績データおよび経済成長の想定、 IEEJ Outlook 
2026 等を踏まえて弊所推計

旅客輸送量 十億人-㎞ 1,262 1,232

貨物輸送量 十億t-㎞ 410 400
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エネルギー源の多様化が安全保障を支える

9

✓ 安定供給 ⇒ 一次エネルギー供給構成の変化

• 石油危機約50年を経た今、 一次エネルギー供給の石油シェアは半減 。今後さらに低下。

➢ 原油輸入の中東比率は石油危機時の約6割から足元で約 3割、 2050 年には9% （ REF）／ 7% （ ATS）に縮小 ※。

• 石炭は非化石エネルギーの拡大もあり 発電用を中心に減少 。

• ガスは石炭減・産業でのガス転も相まって微減を維持し、 相対的に重要性が増す。

• これらの結果、一次エネルギーの多様性が増す。

➢ 分散度指数HHI の変化： 5399@1970 年 → 2788 ＠2022 年 →2274 （ REF） /2212（ ATS）＠ 2050 年。

一次エネルギー供給構成の推移

実績 REF ATS

中東依存度
約3割

中東依存度9％

一次エネの
原油輸入に占める
中東依存度約6割

中東依存度7％

非化石比率⇒エネルギー
自給の指標の一つ

注：原油の中東依存度が足元の約 95% から 8割に下がったとして試算
HHI ＝ハーフィンダール・ハーシュマン・インデックス。数字が小さいほど分散していることを表す。
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石炭火力発電の縮小と電源の多様化が進展

10

✓ 安定供給 ⇒ 電源構成の変化
• REFでは将来的に石炭がフェーズアウトしていく。ただし火力発電は残る。

• ATSでは石炭からガスの転換がさらに進む。 2050 年に向けては再エネ、原子力の拡大に加えて脱
炭素火力（ CCS付き、アンモニアなど）の導入が進む。

• REF、 ATSともに調整力・バックアップとしての火力、安定したベースロード電源としての原子
力、出力の変動の可能性がある再エネという形で 徐々に役割分担が進む。

電源構成の推移 電源別シェアの推移
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エネルギーコスト増加への対応が競争力維持の鍵

11

✓ 経済性 ⇒ 電力供給コスト、エネルギーシステムコストの変化

• REFでは電力供給コストは コストの低減により上昇が抑えられる 。 ATSでは更なるコスト低減も期
待されるが、再エネの適地が減少することもあり 緩やかに上昇。
（原子力発電所の足元からの再稼働の拡大は REFの2050 年で約0.7 兆円/年のコスト低減に寄与する）

• 米国の電力供給コストとの差が縮小する可能性も。

• エネルギーシステム全体のコストは 2040 年頃から REFに対してコストが増加 する。

注：コストはいずれも 2022 年実質価格。

電力供給コストの見通しの比較 エネルギーシステムコストの REFからの変化（ ATS）

注： REF、 ATSは電力の平均発電コストに電力供給に要する費用として 3円/kWh を加算した値。
出所：米国、 USDOE/EIA,AEO 2026 よりエネ研作成（ Counterfactual  Baseline  case の産業用電力コス
トを参照。 2025 年実質価格、 150 円/ドル換算）。ドイツ、 Kopernikus -Projekt Ariadne Die 
Energiewende kosteneffizient gestalten – Szenarien zur Klimaneutralität 2045 よりエネ研作成
（注： NEPの産業用電力コストを参照。実質価格と思われるが詳細記載なし。 180 円/ユーロ換算）
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エネルギー起源 CO2排出量は減少するが NDC には届かず

12

✓ 環境性 ⇒ エネルギー起源 CO2排出量の2040 年NDC 達成への道のり

• REFでは再エネのコスト低減、省エネの緩やかな進展により CO2は減少。

• ATSでは石炭需要が大幅に縮減されることもあり REFよりも CO2削減が進む※。

• NDCのエネルギー起源 CO2排出量の目標値の達成、 2050 年カーボンニュートラル達成のためには
一層の努力が求められる。

注： 2040 年については第 7次エネルギー基本計画の関連資料で示された中で CO2削減が進まないシナリオである“技術進展”シナリオ（ 539MtCO 2）は下回る。
単位は二酸化炭素百万トン。参考： 2024 年度のエネルギー起源 CO2の削減率は前年比1.6 ％（出所：環境省）

エネルギー起源 CO2排出量（ 2040年目標との関係）

ATS：年率 3.9 ％REF：年率 1.6 ％CO2の年平均削減率
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✓ 環境性 ⇒ エネルギー起源 CO2排出量の推移

• エネルギー源の脱炭素化に伴い CO2は継続的に減少するが NDCの達成、 CN（カーボンニュートラル）
には至らない。

• NDCの達成、特に CNの実現にはネガティブエミッション技術がカギ になる。

• ATSでは2050 年にかけて産業部門で減少、特に発電部門では BECCSを含めてネガティブになる 。

注： IEEJ Outlook の技術進展シナリオでは世界全体で 2度目標に整合的な排出削減パスを描いている。
Outlook 2026 ではBECCS、 DACCSを含めて 2050 年の日本のエネルギー起源 CO2排出量は99MtCO 2と推計。

エネルギー起源 CO2排出量（ ATS）と NDC、
IEEJ Outlook2026（技術進展シナリオ）との比較
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ネガティブエミッション
技術の重要性
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技術の入れ替えと効率改善の下で継続的に省エネが進む

14

✓ 一次エネルギーは REFでは化石燃料価格の上昇と技術の効率改善もあり緩やかに減少。
ATSでは高効率技術の導入や運用面でのAIの貢献等によりさらに省エネが進む （左図）。

✓ モデル分析結果より、最終エネルギー消費原単位（最終エネルギー消費／ GDP）の改善
ペースについて、特に ATSではオイルショック以後 30年の長期的な改善ペース程度の水準
で省エネが進む（右図）。

注：左図中の単位 Mtoe は石油換算百万トン

一次エネルギー供給の推移
最終エネルギー消費原単位の基準年からの推移
（スタート年を 100とする）
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ATS：年率 -1.6 ％

REF：年率 -1.0 ％

1970 -2022 ：年率 -1.7 ％

注： REF、 ATSは省エネ技術の導入を考慮したモデル分析結果として得られた値。
1970 -2022 および 1990 -2010 は実績値。
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モデル分析が示唆するエネルギー需給構造改革に向けた課題

15

✓ 足元の情勢も踏まえ 2050 年に向けてエネルギー需給構造の改革を進めることが期待される。
この取り組みはエネルギー安全保障および脱炭素について互恵となる。

✓ 自然体では進まない技術や取り組み、行動変容等を促す政策、規制のあり方も重要になる。

１．これからのエネルギー資源確保、技術活用のあり方

• 安定したベースロード電源としての原子力を含む エネルギー源の多様化、供給源の多様化

• 脱炭素技術、先進技術（ AI等）の サプライチェーン・セキュリティ（資源、技術）の確保

２．国際競争力の確保とエネルギーコストの抑制

• 燃料価格の変動リスクの高まり、再エネ適地が減少する中での エネルギーコストの低減策

• 変動再エネ等に伴う 統合コスト等見えにくいコスト への対応

• 設備投資のために 必要な資金確保の仕組み（ GX含めた関連制度の発展）

• 低・脱炭素技術による国際市場におけるプレゼンスの向上を目指していくための取り組み

３．地球温暖化対策、環境問題対策の現実的な解の模索

• NDCの達成は容易ではないが、温室効果ガス削減は進む

• 2度目標も視野に入れた 現実的な対応が求められる

• 将来的なCN達成に資する 技術の選択肢（ネガティブエミッション技術等）を確保する取り組み
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参考資料：シナリオ毎の技術導入等の想定
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✓ 技術導入の上限などの前提条件、制約条件は下記のとおり想定

✓ なお、発電部門で CCS、水素等は長期脱炭素電源オークション等で導入が見込まれるもの
については下限として想定

注：表の数字はいずれも 2050 年時点での想定値、原子力の「カウントストップ」については GX脱炭素電源法（ 2025 年6月施行）により、他律的な要因による運転停止期間の
分、所定の運転期間（最初の運転開始時から 40年もしくは 60年）に加算できることとなっており、この影響を考慮した。

項目名 REF ATS 備考

原子力 26.7 GW 41.0 GW

既設炉の運転延長および計画中の新設の稼働を想定し、 2050 年断面で左記の容量
を想定。 REF： 1970 年代に運転開始したものは 2040 年まで、 1980 年代に運開した
ものは 2050 年まで残存。新設は、現在「建設中」のものを想定。 ATS：「カウン
トストップ」を含め、最大限の既設炉の活用が認められると想定し、再稼働した
ものは全て 2050 年に残存する。新設は現在建設中・計画中を対象として想定。

再エネのコスト
発電コスト検証 WG 等より

想定
REFに対し CAPEXで
4~25% のコスト減

ATSでは技術の進展に伴い REFからのコスト低減を想定。

再エネ導入量の上限
PV378 GW 、陸上風力 25 GW 、

水力（大規模） 23 GW

変動再エネ発電容量について尾羽（ 2024 ）等を参照し上限を想定。洋上風力
は水深毎(15m 刻み)での資本費・設備利用率・容量上限を想定。水力は供給計
画などより上限を想定。

蓄電池のコスト 3.38 万円/kWh 1.29 万円/kWh 
蓄電池の技術開発促進などによるコスト低下を想定。（左記はリチウムイオン
電池の2050 年断面でのコスト想定例）

DRの参加率上限
11% （ EV）、
25% （ HP ）

26% （ EV）、
50% （ HP ）

EVのDRはV2Gを念頭に ENTSO-Eの分散型シナリオを参考に想定。
ENTSO-E. (2025) ENTSO -E and ENTSOG public consultation on the TYNDP 2026 Scenarios’ input 
assumptions, data, parameters and methodologies.

デジタル技術（ AI等）に
よる効率改善

考慮しない 考慮する
ATSではAI等のデジタル技術を使ったプロセスの改善等による需要部門（産
業、運輸、民生）の効率改善を考慮。

CCSの上限 1.2 億トン /年 2.4 億トン /年
CCS 長期ロードマップ検討会最終とりまとめを参考に国内・海外分含む値と
して想定。

技術導入に関するシナリオ毎の想定


	既定のセクション
	スライド 1: 最適化モデルによる2050年までのシナリオ分析 ‐需給見通しから考える日本のエネルギーの未来図‐
	スライド 2: エネ研創立後の日本のエネルギー情勢をめぐる動き
	スライド 3: 今回のエネルギー需給シナリオ分析にあたり
	スライド 4: IEEJ-NEモデルの概要
	スライド 5: （参考）IEEJ-NEモデルとIEEJ Outlookモデルの比較
	スライド 6: 分析の狙いとシナリオの設定
	スライド 7: IEEJ-NEモデルで対象とするコスト等の範囲
	スライド 8: マクロ経済、前提条件の想定
	スライド 9: エネルギー源の多様化が安全保障を支える
	スライド 10: 石炭火力発電の縮小と電源の多様化が進展
	スライド 11: エネルギーコスト増加への対応が競争力維持の鍵
	スライド 12: エネルギー起源CO2排出量は減少するがNDCには届かず
	スライド 13: CN達成にはネガティブエミッションが鍵に
	スライド 14: 技術の入れ替えと効率改善の下で継続的に省エネが進む
	スライド 15: モデル分析が示唆するエネルギー需給構造改革に向けた課題
	スライド 16: 参考資料：シナリオ毎の技術導入等の想定


